
第133期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

日本郵船株式会社

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

本インターネット開示事項につきましては、法令及び定款第17条 
の規定に基づき、インターネット上の次のページ（https://www.
nyk.com/ir/event/meeting/）に掲載することにより株主の皆様に
提供しております。

①事業報告に表示すべき事項
の う ち 以 下 の 事 項

ⅰ直前三事業年度の財産及び
損 益 の 状 況 と そ の 推 移

ⅱ新株予約権等に関する事項
ⅲ会 計 監 査 人 に 関 す る 事 項
ⅳ業務の適正を確保するための体制の

整備及び当該体制の運用状況の概要

②連結株主資本等変動計算書
③連 結 注 記 表
④株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
⑤個 別 注 記 表
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　該当事項はありません。

⑴会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

⑵ 当期に係る会計監査人の報酬等の額
区　　　　　　分 報酬等の額（百万円）

報酬等の額 175
当社及び当社子会社が支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 306

（注1）	 	当社監査役会は、会計監査人及び社内関係部署との面談・聴
取を通じて、会計監査人が提出した監査計画の内容、会計監
査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等の相当性につ
いて必要な検証を行ったうえ、会社法第399条第１項及び第
２項の定めにより会計監査人の報酬等の額に同意しました。

（注2）	 	当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基
づく監査報酬と金融商品取引法に基づく監査報酬の額を区分
していませんので、上記の金額には金融商品取引法に基づく
監査の報酬等を含めています。

（注3）	 	当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業
務以外の業務（非監査業務）である、合意された手続業務等
の対価を支払っています。

（注4）	 	当社の重要な子会社のうち、㈱ユニエツクスNCT、NYK	
GROUP	AMERICAS	 INC.、NYK	GROUP	EUROPE	 LTD.
及びNYK	GROUP	SOUTH	ASIA	PTE.	LTD.は、当社の会計
監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれら
の資格に相当する資格を有する者を含む。）の計算関係書類
の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当す
る外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けて
います。

（注５）	 	当期中に上記以外に前期の監査に係る追加報酬20百万円を当
社より、２百万円を当社子会社より、それぞれ会計監査人で
ある有限責任監査法人トーマツに支払っています。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項の各号に該
当すると判断した場合に監査役全員の同意によって解任いたします。
この場合、解任及びその理由を解任後最初に招集される株主総会に
おいて報告いたします。
　また、上記のほか、会計監査人による適正な職務の遂行が困難で
あること、その他会計監査人の変更が相当であると認められる場合
には、監査役会は株主総会に提出する会計監査人の解任または不再
任に関する議案の内容を決定いたします。

直前三事業年度の財産及び損益の状況とその推移

新株予約権等に関する事項（2020年3月31日現在）

会計監査人に関する事項

② 当社の財産及び損益の状況	 （単位：特記なきものは百万円）

① 当社グループの財産及び損益の状況	 （単位：特記なきものは百万円）

（注1）	1株当たり当期純損益は期中平均発行済株式の総数により算出しています。
また、1株当たり純資産は期末発行済株式の総数により算出しています。
なお、発行済株式の総数は、自己株式を除いています。

（注2）	第130期より、「役員報酬BIP信託」を導入し、当該信託が保有する当社
株式を連結計算書類において自己株式として計上しています。これに伴
い、当該信託が保有する当社株式を、期中平均発行済株式及び期末発行
済株式の総数から控除する自己株式に含めています。

（注3）	第131期の1株当たり当期純損益及び1株当たり純資産は、2017年10月
1日を効力発生日として普通株式10株を1株に併合した株式併合が期首に
行われたと仮定して算出しています。

（注1）	1株当たり当期純損益は期中平均発行済株式の総数により算出しています。
	 また、1株当たり純資産は期末発行済株式の総数により算出しています。
	 なお、発行済株式の総数は自己株式を除いています。
（注2）	第130期より、「役員報酬BIP信託」を導入し、当該信託が保有する当社

株式を計算書類において自己株式として計上しています。これに伴い、
当該信託が保有する当社株式を、期中平均発行済株式及び期末発行済株
式の総数から控除する自己株式に含めています。

（注3）	第131期の1株当たり当期純損益及び1株当たり純資産は、2017年10月
1日を効力発生日として当社の普通株式10株を1株に併合した株式併合が
期首に行われたと仮定して算出しています。

区　　分 第130期
2016年度

第131期
2017年度

第132期
2018年度

第133期（当期）
2019年度

売 上 高 1,923,881 2,183,201 1,829,300 1,668,355
経 常 損 益 1,039 28,016 △2,052 44,486
親会社株主に帰属する当期純損益 △	265,744 20,167 △44,501 31,129
1株当たり当期純損益 △157.23円 119.57円 △263.80円 184.39円
総 資 産 2,044,183 2,071,636 2,001,704 1,933,264
純 資 産 591,936 588,255 521,725 498,839
1株当たり純資産 309.80円 3,272.21円 2,889.26円 2,740.41円

区　　分 第130期
2016年度

第131期
2017年度

第132期
2018年度

第133期（当期）
2019年度

営 業 収 益 947,758 1,087,926 703,078 669,905
経 常 損 益 △34,091 41,700 7,663 48,935
当 期 純 損 益 △266,930 59,509 △24,501 22,647
1株当たり当期純損益 △157.93円 352.83円 △145.24円 134.14円
総 　 資 　 産 1,331,044 1,403,907 1,365,127 1,308,170
純 　 資 　 産 203,618 261,379 209,298 214,602
1株当たり純資産 120.73円 1,549.72円 1,240.59円 1,271.09円
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　取締役会において決議した業務の適正を確保するための体制の整備等は以下のとおりです。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・	企業理念、グループ・バリュー、企業行動憲章及び行動規準を制定しており、これらに則った適切な経営体制の強化に努めるととも
に、取締役会規則、経営会議規則、経営委員会規則、業務執行規則等の社内規程を定め、重要事項を取締役会及び経営会議において審
議する。諮問機関として、指名諮問委員会と報酬諮問委員会を設置する。

・内部統制委員会を設置し、内部統制の実効性の確保に努める。
・	リスク管理委員会とコンプライアンス委員会、遵法活動徹底委員会を設置し、法令遵守の徹底及びコンプライアンスの推進に関する具
体的な施策を実施しており、内部統制に関わる業務執行の監督機能の強化に努める。

・	ガバナンス強化委員会を設置し、内部統制機能のモニタリングと取締役会のガバナンス機能強化を図る。
（運用状況の概要）
・	取締役会を開催し、重要事項を審議している。また、経営会議において取締役会により委任された事項を審議した上で、業務執行の決
定を行っている。

　指名諮問委員会と報酬諮問委員会を設置し、取締役等の選任・報酬等を協議している。
・	内部統制委員会を開催し、内部統制システムの整備と運用状況等につき、審議し、必要に応じて見直している。
・	リスク管理委員会とコンプライアンス委員会、遵法活動徹底委員会を開催し、関連する事案の共有と課題等につき協議している。チー
フコンプライアンスオフィサー（CCO）を任命し、法令・定款等の遵守と、企業倫理や社会規範等を尊重する社内体制の強化に努め
ている。取締役等及び従業員等から行動規準遵守に関する誓約書の提出を受け、コンプライアンス教育・研修を継続的に行い、モニタ
リングを実施している。

・	ガバナンス強化委員会を開催し、取締役会の業務執行の決定や取締役の職務執行の監督を行う上での改善事項、またその業務の適正を
確保する上での改善事項について討議し、ガバナンス強化、内部統制強化を図っている。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・	取締役及び取締役会は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき、法令及び社内規程等に従い、適切に記録化した上で、保存及
び管理する。

・重要文書については、機密性の程度に応じて、今後ともその適切な運用を図る。
（運用状況の概要）
・取締役の業務執行に係る重要な情報を適切に保存・管理している。

業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要
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⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・	リスク管理委員会を設置し、リスク管理の方向性及び手順を定め、全社的なリスク管理体制を整備する。また、リスク管理にあたって
は、それぞれの事業の特性を踏まえ、当社を取り巻くリスクの評価を十分に行う。

・安全・環境対策推進委員会を設置し、船舶の安全運航や環境保全等について審議する。
・大規模災害等に際して事業の継続を可能とする事業継続計画を制定する。

（運用状況の概要）
・	リスク管理委員会にて、各本部におけるリスクにつき、戦略及び業務プロセス両面から担当業務のリスクと管理状況の評価を行い、社
内規程の見直しを含む内部統制の強化に努めている。

・	船舶の安全運航と環境保全については、安全・環境対策推進委員会において定期的に評価を行い、船舶に関わるリスク管理を徹底して
いる。

・	必要に応じて、災害対策本部事務局等を設置し、訓練を実施している。部門毎に事業継続計画を制定し、適宜改正している。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会の審議に十分な時間を確保し、実効性を高める。
・取締役会の決議により、経営会議を設置、また経営委員を選任の上、業務執行の権限を委譲し、取締役会が業務執行を監督する。
・電子稟議システムの活用による決裁処理の迅速化により、適正かつ効率的に職務を執行する体制を整備する。

（運用状況の概要）
・	取締役会の実効性に関するアンケートを実施し、取締役会における付議基準の見直し、審議手法の検討等を行っている。
・	取締役会の迅速かつ効率的な意思決定を可能にするため、経営会議において、取締役会付議事項を含む必要事項を審議している。
・電子稟議システムの活用により迅速な決裁処理を行っている。
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⑸ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・	グループ全体に適用する企業理念及び企業行動憲章を定め、グループ会社はこれらに基づき行動規準等を定める。また、法務・コンプ
ライアンス、会社機関設計・運営、内部監査等の各分野に関し、NYKグループスタンダードに従って、基本となる規程を定める。
・	内部統制委員会等を設置し、グループ全体の内部統制の整備・運用につき、グループ会社管理・報告・危機対応ルールを明確にする等
の施策を講じる。

・	グループ経営会議等を通じて、グループガバナンスの構築と運用及び内部統制の実効性の向上によるグループ全体の企業集団価値向上
を目指す。グループ会社の経営等に関する一定の重要事項や重要なコンプライアンス事案等について、当社が報告を受け、必要に応じ
て承認する体制を整備する。

・内部通報制度では、グループ全体から匿名通報を可能とする。
（運用状況の概要）
・	グループ会社各社は、当社の定める企業理念、企業行動憲章、各種スタンダード及びグループ会社管理規則に従い、行動規準や社規則
等を適時、改正している。また、グループ会社においても、行動規準遵守に関する誓約手続きを導入している。

・	内部統制委員会を中心とし、必要に応じて外部専門家の助言も得て、また、リスク管理委員会とコンプライアンス委員会、遵法活動徹
底委員会等を通じてグループ全体の内部統制の状況を審議、確認のうえ課題を検討し、グループ内部統制のさらなる強化に努めてい
る。国内・海外グループ会社に対する内部監査を実施し、助言や改善提案を行うとともに、内部統制機能の実効性向上を図っている。
関連法令上のリスクアセスメントを行い、重要な契約書の審査体制の強化を図っている。

・	グループ経営会議等を開催し、グループガバナンスの構築と資本効率の向上等について協議している。グループ経営管理指針等を定め、
一定の基準に基づき個別に経営を管理している。非常勤取締役・監査役を派遣し、法務機能の確立を図る等、適正なグループ経営を推
進している。

・通報窓口を適切に機能させ、通報者の身元を秘匿し、不利益な取扱いを禁止している。

⑹ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

・社外監査役のサポートを含め、監査役の職務を補助する体制を整備する。
（運用状況の概要）
・	専任スタッフを擁する監査役室を設置し、監査役監査の補佐、監査役会の運営事務局、グループ監査役連絡会の定期開催事務、その他
監査役及び監査役会が命じる事項を遂行している。

⑺ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

・監査役室専任スタッフは、常勤監査役の指揮命令下にある。
（運用状況の概要）
・	監査役室専任スタッフは、常勤監査役の指揮命令下にあり、常勤監査役が人事考課を行っている。すべての監査役室スタッフの人事異
動等については監査役の意見を最大限に尊重している。
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⑻ 監査役への報告に関する体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・	取締役及び取締役会は、監査役による適切な職務の遂行が可能な体制を確保し、取締役会への出席に加えて監査役が有効な監査を行う
ことのできる環境整備に努める。当社グループのコンプライアンス及び内部通報事案の概要等につき、監査役に報告する体制を確保する。
・内部通報者に関わる身元の秘匿と不利益取扱いの禁止を規則化する。

（運用状況の概要）
・	経営会議、経営委員会、内部統制委員会、ガバナンス強化委員会、リスク管理委員会、コンプライアンス委員会、遵法活動徹底委員会
等に監査役が出席する機会を提供し、監査役の情報収集体制を確保する。監査役が、取締役等及び部門長等と面談し報告を受ける機会
を確保する。取締役会、経営会議及び経営委員会の議事録並びに稟議書等業務執行に関わる重要な書類の閲覧及び調査を随時可能とす
ることにより、効率的な監査体制を確保している。

　	内部監査部門は、監査役及び会計監査人と相互に情報交換し、三者の監査の連携を通じて、監査役の監査の実効性及び効率性の向上に
協力している。

・	通報を理由として不利な取扱いを受けないことを定めており、内部通報者が望めば、身元は秘匿されている。

⑼ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理
に係る方針に関する事項

・監査役の職務の執行について、監査役監査基準において定められた当社に対する費用請求権を尊重する。
（運用状況の概要）
・	監査役の職務の執行について、監査役監査基準において定められた当社に対する費用請求権を尊重し、その費用を負担している。

⑽ 金融商品取引法への適合を確保するための体制

・	金融商品取引法に基づく財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するために、必要な内部統制の体制を構築する。
（運用状況の概要）
・	内部統制委員会にJSOX部会を設置し、財務報告に関する信頼性の検証と内部統制報告書案の審議を行っている。また、情報開示委員会を
四半期毎に開催し、開示内容等について審議を行うなど、整備及び運用状況の有効性評価を実施し、適時適切な開示に努めている。

⑾ 反社会的勢力排除に向けた体制

・	企業行動憲章等において反社会的勢力の排除を謳い、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体と断固として対決す
ることを明確にする。反社会的勢力対応の相談担当窓口を設置する。

（運用状況の概要）
・警察等の外部専門機関との提携を日常より緊密に行っている。
・反社会的勢力に関する情報収集に努め、適宜周知している。
・対応マニュアルを作成し、誓約書を取得するなどの施策を行っている。
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連結株主資本等変動計算書（2019年4月1日から2020年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本	
剰余金

利益	
剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他	
有価証券	
評価差額金

繰延	
ヘッジ	
損益

為替換算	
調整勘定

退職給付	
に係る	
調整累計額

その他の 
包括利益 

累計額合計
非支配 

株主持分
純資産 
合計

当期首残高 144,319 42,894 293,719 △3,715 477,218 23,156 △15,685 △9,988 12,731 10,214 34,293 521,725
会計方針の変更による累積的影響額 △8,505 △8,505 △355 △8,860
会計方針の変更を反映した当期首残高 144,319 42,894 285,214 △3,715 468,713 23,156 △15,685 △9,988 12,731 10,214 33,937 512,865
当連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △5,087 △5,087 △5,087
親会社株主に帰属する当期純利益 31,129 31,129 31,129
自己株式の取得 △482 △482 △482
自己株式の処分 △0 768 768 768
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 2,844 2,844 2,844
連結子会社の決算期変更に伴う増減 22 22 22
連結範囲の変動 65 65 65
持分法の適用範囲の変動 △177 △177 △177
その他 △1 723 722 722
株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額（純額） △13,682 △12,067 △8,978 △11,342 △46,070 2,237 △43,833

当連結会計年度中の変動額合計 － 2,843 26,677 286 29,807 △13,682 △12,067 △8,978 △11,342 △46,070 2,237 △14,025
当期末残高 144,319 45,737 311,892 △3,429 498,520 9,474 △27,752 △18,966 1,388 △35,856 36,175 498,839
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⑴連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

① 連結の範囲に関する事項
（ｉ）	 連結子会社の数：501社

主要な連結子会社の名称
主要な連結子会社は、事業報告「1．当社グループの現況に
関する事項　（9）重要な企業結合の状況　②重要な子会社の
状況」に記載のとおりです。

連結の範囲の変更
VIVID	MARINE	 S.A.他10社は、新たに設立したため、連結
の範囲に含めています。
YUSEN	 LOGISTICS	 (LAO)	CO.,	 LTD.他14社は、総資産、
売上高、純利益及び利益剰余金等とも重要性が生じたため、
連結の範囲に含めています。
㈱ジェネック他2社は、株式の一部売却により、連結子会社
から持分法適用関連会社へ変更しています。
NYK	 LINE	 (TAIWAN)	CO.,	 LTD.他24社は、会社を清算し
たため、連結の範囲から除外しています。
日本コンテナ・ターミナル㈱は、2019年4月1日付で㈱ユニ
エツクスと合併したため、連結の範囲から除外しています。
郵船ナブテック㈱及び郵船エンジニアリング㈱は、2019年
7月1日付で㈱日本海洋科学と合併したため、連結の範囲か
ら除外しています。
海洋興業㈱は、2019年7月1日付で㈱ウイングマリタイムサ
ービスと合併したため、連結の範囲から除外しています。
NYK	INTERNATIONAL	(USA)	INC.は、2019年11月1日付
でNYK	LINE	(NORTH	AMERICA)	INC.と合併したため、連
結の範囲から除外しています。
DIAMOND	LNG	SHIPPING	6	 LTD.	他1社は、株式売却の
ため、連結の範囲から除外しています。

（ii）	 主要な非連結子会社の名称
特記すべき主要な非連結子会社はありません。

（iii）	 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
非連結子会社の総資産の合計額、売上高の合計額、純利益の額
のうち持分の合計額及び利益剰余金の額のうち持分の合計額等
は、連結会社の総資産の合計額、売上高の合計額及び純利益、
利益剰余金の額のうち持分の合計額等に比していずれも少額で
あり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いため除外しています。

② 持分法の適用に関する事項
（ｉ）	 持分法適用会社の数

非連結子会社：7社
関連会社：199社
主要な持分法適用会社の名称
主要な関連会社は、事業報告「1．当社グループの現況に関
する事項　（9）重要な企業結合の状況　③主要な関連会社の
状況」に記載のとおりです。
持分法の適用範囲の変更
㈱オーシャン・ジオフロンティア他4社は、総資産、売上高、
純利益及び利益剰余金等とも重要性が生じたため、持分法適
用の範囲に含めています。
㈱ジェネック他2社は、株式の一部売却により、連結子会社
から持分法適用関連会社へ変更しています。
EMINENCE	BULK	CARRIERS	 PTE.	 LTD.は、会社を清算し
たため、持分法適用の範囲から除外しています。
LIAONING	NYK-ULS	VEHICLE	DISTRIBUTION	CO.,	LTD.
他2社は株式売却のため、持分法適用の範囲から除外してい
ます。

（ii）	 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
特記すべき主要な非連結子会社及び関連会社はありません。

（iii）	 持分法非適用会社について持分法適用の範囲から除いた理由
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社の純利益の額及び利
益剰余金の額のうち持分の合計額等は、連結会社及び持分法適
用会社の純利益の額のうち持分の合計額に比して少額であり、
また利益剰余金等に及ぼす影響も軽微であり、全体としても連
結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため除外しています。

（iv）	 	持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認めら
れる事項
決算日が12月31日の持分法適用会社のうち、1社については、
連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して
います。
上記以外の決算日が連結決算日と異なる会社については、各社
の事業年度に係る財務諸表を使用しています。

③ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち決算日が12月31日の会社33社については、同
日現在の財務諸表を使用しており、連結決算日との間に生じた重
要な取引については連結上必要な調整を行っています。

連結注記表
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また、決算日が12月31日の会社9社については、連結決算日現
在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しています。
なお、当連結会計年度より、連結子会社NYK	FIL-JAPAN	
SHIPPING	CORP.及びSEIDOPRO	GLOBAL	 INC.は決算日を12
月31日から3月31日に変更しています。
12月31日決算の主要な会社
NYK	AUTOMOTIVE	LOGISTICS	(CHINA)	CO.,	LTD.

④ 会計方針に関する事項
（ｉ）	 重要な資産の評価基準及び評価方法

有　価　証　券
　満期保有目的の債券	 償却原価法（主として定額法）
　その他有価証券
　　時価のあるもの	 	主として決算日前1ヶ月の市場価格の平均

等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は主として
移動平均法により算定）

　　時価のないもの	 主として移動平均法による原価法
デリバティブ 	 時価法
た な 卸 資 産 	 	主として先入先出法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）
（ii）	 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）
	 主として定額法
無形固定資産（リース資産を除く）
　ソフトウエア 	 	主として社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法
　そ　　の　　他	 主として定額法
リ ー ス 資 産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
	 	自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
	 	リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼ

ロとする定額法
　	なお、一部の在外連結子会社については、⑵会計方針の変更
に関する注記に記載のとおり、当連結会計年度よりIFRS第16
号「リース」を適用しています。これにより原則として、借
手におけるすべてのリースを連結貸借対照表に資産及び負債

として計上しており、資産計上された使用権資産の減価償却
方法は定額法によっています。

（iii）	 重要な繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費	 社債償還期間にわたり月割償却しています。

（iv）	 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金	 	売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しています。

賞 与 引 当 金 	 	従業員に支給する賞与に充てるため、将来
の支給見込額のうち当連結会計年度の負担
額を計上しています。

役員賞与引当金	 	役員に支給する賞与に充てるため、将来の
支給見込額のうち当連結会計年度の負担額
を計上しています。

役員退職慰労引当金	 	役員の退職慰労金の支出に備えるため、一
部の連結子会社において内規に基づく期末
要支給額を計上しています。

株式給付引当金	 	株式交付規程に基づく取締役及び経営委員
への当社株式の給付等に備えるため、当連
結会計年度末において対象者に付与される
ポイントに対応する当社株式の価額を見積
り計上しています。

特別修繕引当金	 	船舶の特別修繕に要する費用の支出に備え
るため、船舶の将来の見積修繕額に基づい
て計上しています。

契約損失引当金	 	定期傭船契約や賃貸借契約の履行及び固定
資産の購入に伴い発生する損失に備えるた
め、損失の見込額を計上しています。

事業再編関連引当金	 	事業の再編等に伴う損失に備えるため、将
来の損失見込額を計上しています。

債務保証損失引当金	 	関係会社への債務保証等に係る損失に備え
るため、被保証者の財務状態等を個別に勘
案し、損失負担見込額を計上しています。

（v）	 退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
　	退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、主として、
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（ix）	 その他連結計算書類の作成のための重要な事項
ⅰ支払利息の処理方法
　	支払利息については原則として発生時の費用処理としていま
すが、長期かつ金額の重要な事業用資産で一定の条件に該当
するものに限って建造期間中の支払利息を事業用資産の取得
原価に算入しています。

ⅱ消費税等の会計処理
　	税抜方式によっています。

⑵会計方針の変更に関する注記

（IFRS第16号「リース」の適用）
国際財務報告基準に準拠した財務諸表を作成している関係会社
において、当連結会計年度よりIFRS第16号「リース」を適用
しています。これにより原則として、借手におけるすべてのリ
ースを連結貸借対照表に資産及び負債として計上しています。
また、適用にあたっては遡及修正による累積的影響額を適用開
始日時点で認識する方法に従っています。
当該会計基準の適用により、当連結会計年度の期首において、
主として船舶が19,346百万円、建物及び構築物が35,821百万
円、土地が23,348百万円、リース債務が90,117百万円増加し
ています。利益剰余金に与える影響は軽微です。
なお、当連結会計年度の営業利益が2,924百万円増加し、経常
利益及び税金等調整前当期純利益が2,935百万円減少していま
す。

給付算定式基準によっています。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　	過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（主として8年）による定額法により費用処理
することとしています。数理計算上の差異は、各連結会計年
度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（主として8年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。

（vi）	 重要な収益及び費用の計上基準
海運業収益及び費用の計上基準
　コンテナ船
　　	貨物運賃及び運航費については、個々の貨物の輸送期間の
経過に応じて計上する複合輸送進行基準を採用しています。

　コンテナ船以外
　　	貨物運賃、運航費、運航船に係る船費及び借船料並びにこ

れらに対応する貸船料については、主として発港地から帰
港地を一単位とする航海完了基準を採用しています。

（vii）	 重要なヘッジ会計の方法
資産及び負債、予定取引における金利変動リスク、為替変動リ
スクあるいはキャッシュ・フロー変動リスクを相殺するための
デリバティブ取引等に対し、ヘッジ会計を適用しています。ま
た、燃料油購入等における価格変動リスクに備えるためのデリ
バティブ取引についても、同様にヘッジ会計を適用しています。
その方法は、繰延ヘッジを採用していますが、為替予約等のう
ち所定の要件を満たすものについては振当処理を、金利スワッ
プ等のうち所定の要件を満たすものについては特例処理を行っ
ています。
なお、借入金・社債等の金利変動リスクに対しては金利スワッ
プ等を、金銭債権債務・在外子会社等への投資・予定取引等の
外貨建取引の為替変動リスクに対しては通貨スワップ・為替予
約・外貨建金銭債権債務等を、燃料油等の価格変動リスクに対
してはスワップ等をヘッジ手段としています。ヘッジ有効性の
評価は、毎四半期末にヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又は
キャッシュ・フロー変動の累計の比率分析を行う方法によって
います。ただし、特例処理によっている金利スワップ等につい
ては、有効性の評価を省略しています。

（viii）	 のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、5年間~20年間の均等償却を行って
います。
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⑶連結貸借対照表に関する注記

① たな卸資産の内訳
商品及び製品 1,778百万円
仕掛品 583百万円
原材料及び貯蔵品 30,170百万円

② 担保に供している資産及び担保に係る債務
（ｉ）	 担保に供している資産

現金及び預金 429百万円
船舶（注） 146,282百万円
建物及び構築物 242百万円
土地 39百万円
固定資産の「その他」 375百万円
投資有価証券（注） 93,138百万円
　　計 240,507百万円

（ii）	 担保に係る債務
支払手形及び営業未払金 101百万円
短期借入金 14,311百万円
長期借入金 107,643百万円
　　計 122,056百万円

（注）		船舶のうち243百万円及び投資有価証券93,138百万円は関連
会社等の債務の担保目的で差し入れたものです。

③ 有形固定資産の減価償却累計額 1,042,003百万円

④ 偶発債務
（ｉ）	 保証債務等	 123,209百万円
（ii）	 	当社グループが船舶に関して締結しているオペレーティング・

リース契約の一部には残価保証の条項が含まれています。残価
保証による潜在的な最大支払額は4,490百万円であり、当該オ
ペレーティング・リース契約の購入選択権を行使せずにリース
資産を返却することを選択した場合に支払いを実行する可能性
があります。なお、当該オペレーティング・リース契約は2021
年1月までの間に終了します。

（iii）	 	当社グループが航空機に関して締結しているオペレーティン
グ・リース契約の一部には、残価保証の条項が含まれていま
す。残価保証による潜在的な最大支払額は42,110百万円であ
り、リース期間終了後に当該リース資産を返却することを選択

した場合に支払いを実行する可能性があります。なお、当該オ
ペレーティング・リース契約は2026年12月までの間に終了し
ます。

（iv）	 	当社グループは、独占禁止法違反の疑いがあるとして、2012
年9月以降自動車等の貨物輸送に関して複数の海外当局の調査
対象となっています。また、完成自動車車両等の海上輸送につ
いて、主要自動車船社と共同して運賃を設定したとして、請求
金額を特定しないまま損害賠償及び差し止め等を求める集団民
事訴訟や、個別の民事訴訟が複数の地域にて提起されていま
す。

	 	 	海外当局による調査及び民事上の損害賠償請求訴訟について
は、独禁法関連引当金に計上したものを除き、現時点ではそれ
らの結果を合理的に予測することは困難です。

⑷連結損益計算書に関する注記

減損損失
当社及び連結子会社は、原則として事業用資産においては投資
の意思決定を行う事業ごとにグルーピングを行い、賃貸不動
産、売却予定資産及び遊休資産等においては個別物件ごとにグ
ルーピングを行っています。
当連結会計年度において、売却予定資産については売却予定価
額が帳簿価額を下回ることにより、事業用資産については業績
の低迷等により収益性が著しく悪化した資産グループについ
て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失（20,655百万円）として特別損失に計上しました。その内
訳は以下のとおりです。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）
日本 事業用資産 航空機等 16,151

オーストラリア 事業用資産 建物及び
構築物等 1,442

中国 事業用資産 建物及び
構築物 1,097

その他 売却予定
資産等 船舶等 1,964

合計 — — 20,655
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価
値のいずれか高い価額としています。正味売却価額は第三者に
より合理的に算定された評価額等により、使用価値は将来キャ
ッシュ・フローを主として5.91%で割り引いて算定しています。
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⑹金融商品に関する注記

① 金融商品の状況に関する事項
	 	当社グループは、資金運用については主として短期的な預金等と
し、資金調達については銀行等金融機関からの借入又は社債によ
ります。受取手形及び営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、
与信管理規程等に沿ってリスク低減を図っています。投資有価証
券は主として株式であり、時価のあるものについては期末前1ヶ
月の市場価格の平均等に基づく時価法等を採用しています。その
結果、株式市況の変動等により業績及び財務状況が影響を受ける
可能性があります。借入金及び社債についての使途は船舶や航空
機、輸送関連施設等の取得に係る設備投資需要や事業活動に係る
運転資金需要に対するものであり、金利変動リスクを回避するた
めに金利スワップ等を実施しています。なお、デリバティブ取引
は社内規程等に従い、実需の範囲内で行うこととしています。

② 金融商品の時価等に関する事項
	 	2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（ｉ）	 現金及び預金 81,861 81,861	 —
（ii）	 受取手形及び営業未収入金 191,813 　
	 　貸倒引当金（※1） △	906 　

190,906 190,906 —
（iii）	 有価証券及び投資有価証券 　 　
	 　その他有価証券 73,298 73,298 —
	 　関連会社株式 16,809 8,220 △	8,588
（iv）	 長期貸付金 11,876 　
	 　貸倒引当金（※1） △	553 　

11,322 13,147 1,825
（v）	 支払手形及び営業未払金 137,911 137,911	 —
（vi）	 １年内償還予定の社債 20,000	 20,000	 —
（vii）	 短期借入金 162,675	 162,675	 —
（viii）	 コマーシャル・ペーパー 19,000 19,000 —
（ix）	 リース債務（流動） 18,740 18,740 —
（x）	 社債 132,000	 133,180	 1,180	
（xi）	 長期借入金 616,234	 626,263 10,028
（xii）	 リース債務（固定） 81,203	 86,775 5,571
（xiii）	 デリバティブ取引（※2） △	5,199 △	5,199 —

⑸連結株主資本等変動計算書に関する注記

① 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
	 普通株式	 170,055,098株

② 配当に関する事項
（ｉ）	 配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額	
（百万円）

１株当たり	
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年6月19日
定時株主総会 普通株式 1,695 10 2019年3月31日 2019年6月20日

2019年10月31日
取締役会 普通株式 3,391 20 2019年9月30日 2019年11月26日

計 5,087

（注１）	2019年6月19日定時株主総会の決議による配当金の総額に
は、役員報酬BIP信託口が保有する当社株式に対する配当金
8百万円が含まれています。

（注２）	2019年10月31日取締役会の決議による配当金の総額には、
役員報酬BIP信託口が保有する当社株式に対する配当金14百
万円が含まれています。

（ii）	 	基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生
日が翌連結会計年度となるもの

決　議 株式の種類 配当金の総額	
（百万円）

１株当たり	
配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年6月29日
定時株主総会 普通株式 3,391 20 2020年3月31日 2020年6月30日

計 3,391

（注）		2020年6月29日開催の定時株主総会の決議による配当金の総
額には、役員報酬BIP信託口が保有する当社株式に対する配当
金14百万円が含まれています。
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（※1）	 	受取手形及び営業未収入金、並びに長期貸付金に個別に計上
している貸倒引当金は控除しています。

（※2）	 	デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示
しています。

（注1）	 	金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ
取引に関する事項

（ｉ）	 現金及び預金
	 	 	これらの時価については、短期間で決済されるものであるた

め、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっています。

（ii）	 受取手形及び営業未収入金
	 	 	これらの時価については、短期間で決済されるものであるた

め、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっています。また、貸倒懸念債権については、見積将来キャ
ッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額
等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算
日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金
額に近似しており、当該価額をもって時価としています。

（iii）	 有価証券及び投資有価証券
	 	 	これらの時価について、株式は主として取引所の価格によって

おり、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価
格によっています。

（iv）	 長期貸付金
	 	 	長期貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利

を反映するため、時価は帳簿価額と近似していることから当該
帳簿価額によっています。一方、固定金利によるものは、元利
金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で
割り引いて時価を算定しています。また、貸倒懸念債権につい
ては、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保
証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた
め、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒
見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価
としています。

（v）	 	支払手形及び営業未払金、(ⅵ)１年内償還予定の社債、（vii）短
期借入金、（viii）コマーシャル・ペーパー、（ix）リース債務（流
動）

	 	 	これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

（x）	 社債
	 	 	当社の発行する社債の時価は、市場価格を基に算定する方法に

よっています。
（xi）	 長期借入金
	 	 	長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利

を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっています。一方、固定金利によるものは、
一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額（*）

を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を
算定しています。

	 	（*）	金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金につい
ては、その金利スワップのレートによる元利金の合計額

（xii）	 リース債務（固定）
	 	 	リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リース取引

を行った場合に想定される利率で割り引いて現在価値を算定し
ています。

（xiii）	デリバティブ取引
	 	 	当社及び連結子会社では、借入金、社債等に係る金利変動リス

クを回避するために金利スワップ等を、外貨建の債権・債務に
係る為替変動リスクを回避するために為替先物予約、通貨スワ
ップ等を、燃料油、傭船料の価格変動リスク等を回避するため
に燃料油スワップ、運賃（傭船料）先物取引等を利用していま
す。これらの取引の連結決算日の時価は、取引先金融機関等か
ら提示された価格等に基づき算定しています。

（注2）	 	関係会社株式（連結貸借対照表計上額348,992百万円）及び
非上場株式等（連結貸借対照表計上額10,301百万円）は、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（iii）
有価証券及び投資有価証券」に含めていません。
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⑼その他の注記

① 記載金額の表示について
記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しています。

② 連結納税制度の適用
当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度中に連結納税制度
の承認申請を行い、翌連結会計年度から連結納税制度を適用する
こととなったため、当連結会計年度より「連結納税制度を適用す
る場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その1）」（企業会計
基準委員会実務対応報告第5号　2015年1月16日）及び「連結納
税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その
2）」（企業会計基準委員会実務対応報告第7号　2015年1月16日）
に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行ってい
ます。

③  連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の
適用
当社及び一部の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法
律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度
への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度
の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグルー
プ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実
務対応報告第39号　2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税
効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
28号　2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資
産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づい
て会計処理を行っています。

④  会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に
関する仮定
新型コロナウイルス感染症の拡大により、当社グループの売上
高、営業利益の減少等の影響が生じると予測しています。その影
響について、各国の同感染症拡大に対する抑制措置や経済政策の
動向等を踏まえて、2020年4月から6月までを最悪期と捉え、そ
の後緩やかに回復していくという想定のもと、各事業セグメント
の事業特性に応じ、現時点で織り込める要素を加味して、業績見
通しを策定しています。この業績見通しに基づき、固定資産の減
損会計等の会計上の見積りを行っています。

⑽重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

⑺賃貸等不動産に関する注記

① 賃貸等不動産の状況に関する事項
	 	当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、
賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）を有しています。

② 賃貸等不動産の時価等に関する事項
	 	2020年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は
4,345百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原
価に計上）、売却による損益は16,397百万円（売却益は特別利益
に、売却損は特別損失に計上）です。

	 	また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年
度増減額及び連結決算日における時価は、次のとおりです。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日における
時価当連結会計年度	

期首残高
当連結会計年度	

増減額
当連結会計年度	

末残高
46,306	 △	357 45,949	 133,601	

（注１）	 	連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控
除した金額です。

（注２）	 	連結決算日における時価は、主として「不動産鑑定評価基準」
に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整を行ったもの
を含む）です。

⑻１株当たり情報に関する注記

① １株当たり純資産額	 2,740円41銭
② １株当たり当期純利益	 184円39銭
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株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益資本金 資本

準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 144,319 30,191 1,688 678 1,854 25,641 △3,709 200,665 26,057 △17,423 209,298
当事業年度中の変動額
剰余金の配当 △5,087 △5,087 △5,087
利益準備金の積立 508 △508 － －
圧縮記帳積立金の取崩 △116 116 － －
当期純利益 22,647 22,647 22,647
自己株式の取得 △482 △482 △482
自己株式の処分 △0 768 768 768
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額
（純額）

△14,089 1,547 △12,542

当事業年度中の変動額合計 － － △0 508 △116 17,167 286 17,846 △14,089 1,547 5,303
当期末残高 144,319 30,191 1,688 1,187 1,737 42,809 △3,422 218,511 11,967 △15,876 214,602

株主資本等変動計算書（2019年4月1日から2020年3月31日まで） （単位：百万円）
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⑤ 繰延資産の処理方法
	 社　債　発　行　費	 	社債償還期間にわたり月割償却しています。

⑥ 引当金の計上基準
	 貸　倒　引　当　金	 	売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しています。

	 賞　与　引　当　金	 	従業員に支給する賞与に充てるため、将
来の支給見込額のうち当事業年度の負担
額を計上しています。

	 退 職 給 付 引 当 金 	 	従業員の退職給付に備えるため、当事業
年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しています。

	 	 (i)	退職給付見込額の期間帰属方法
	 	 	 	退職給付債務の算定にあたり、退職

給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっています。

	 	 (ii)		数理計算上の差異及び過去勤務費用
の費用処理方法

	 	 	 	過去勤務費用は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（8年）による定額法により費用
処理することとしています。

	 	 	 	数理計算上の差異は、各事業年度の
発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（8年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生
の翌期から費用処理することとして
います。

	 株 式 給 付 引 当 金 	 	株式交付規程に基づく取締役及び経営委
員への当社株式の給付等に備えるため、
当事業年度末において対象者に付与され
るポイントに対応する当社株式の価額を
見積り計上しています。

⑴重要な会計方針に係る事項に関する注記

① 有価証券の評価基準及び評価方法
	 満期保有目的の債券	 償却原価法（定額法）
	 子会社及び関連会社株式	 移動平均法による原価法
	 そ の 他 有 価 証 券
	 　時 価 の あ る も の 	 	決算日前1ヶ月の市場価格の平均等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

	 　時 価 の な い も の 	 移動平均法による原価法

② デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
	 	 時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法
	 	 	先入先出法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）

④ 固定資産の減価償却の方法
	 有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
	 　船 舶 及 び 建 物 	定額法
	 　そ　　　の　　　他	 定率法
	 	 	ただし、2016年4月1日以降に取得	

した構築物については定額法によってい
ます。

	 無 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
	 　の　　　れ　　　ん	 20年以内の均等償却
	 　ソ フ ト ウ エ ア	 	社内における利用可能期間（5年）に基

づく定額法
	 　そ　　　の　　　他	 定額法
	 リ ー ス 資 産
	 　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
	 	 	自己所有の固定資産に適用する減価償却

方法と同一の方法
	 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
	 	 	リース期間を耐用年数とし、残存価額を

ゼロとする定額法

個別注記表
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	 関係会社船舶投資損失引当金	 	船舶保有関係会社が調達し当社が定期傭
船している船舶において、収益性が著し
く悪化したことに伴い発生する損失に備
えるため、将来の損失見込額を計上して
います。

	 契 約 損 失 引 当 金 	 	定期傭船契約や賃貸借契約の履行及び	
固定資産の購入に伴い発生する損失に備
えるため、将来の損失見込額を計上して
います。

	 事業再編関連引当金	 	事業の再編等に伴う損失に備えるため、
将来の損失見込額を計上しています。

	 債務保証損失引当金	 	関係会社への債務保証等に係る損失に備
えるため、被保証者の財務状態等を個別
に勘案し、損失負担見込額を計上してい
ます。

	 独 禁 法関連引当金 	 	各国の競争法（独占禁止法を含む）違反
の嫌疑に関連して発生する課徴金等の支
払いの見込額を計上しています。

⑦ 収益及び費用の計上基準
ⅰ	海運業収益及び海運業費用の計上基準
	 	貨物運賃、運航費、運航船に係る船費及び借船料並びにこれらに
対応する貸船料については、発港地から帰港地を一単位とする	
航海完了基準を採用しています。

ⅱ	ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
	 	売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によって	
います。

⑧ ヘッジ会計の方法
	 	資産及び負債、予定取引における金利変動リスク、為替変動リス
クあるいはキャッシュ・フロー変動リスクを相殺するためのデリ
バティブ取引等に対し、ヘッジ会計を適用しています。また、燃
料油購入等における価格変動リスクに備えるためのデリバティブ
取引についても、同様にヘッジ会計を適用しています。その方法
は、繰延ヘッジを採用していますが、為替予約等のうち所定の要
件を満たすものについては振当処理を、金利スワップ等のうち所
定の要件を満たすものについては特例処理を行っています。

	 	なお、借入金・社債等の金利変動リスクに対しては金利スワップ
等を、金銭債権債務・在外子会社等への投資・予定取引等の外貨
建取引の為替変動リスクに対しては通貨スワップ・為替予約・外
貨建金銭債権債務等を、燃料油等の価格変動リスクに対してはス
ワップ等をヘッジ手段としています。ヘッジ有効性の評価は、毎
四半期末にヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・
フロー変動の累計の比率分析を行う方法によっています。ただし、
特例処理によっている金利スワップ等については、有効性の評価
を省略しています。

⑨ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
	 退職給付に係る会計処理の方法
	 	 	未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の貸借対照表における取扱いが
連結計算書類と異なっています。

	 消費税等の会計処理	 税抜方式によっています。
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⑵貸借対照表に関する注記

① 担保に供している資産及び担保に係る債務
（ｉ）	 担保に供している資産	 	

船舶 15,640百万円
投資有価証券（注） 722百万円
関係会社株式及び出資金（注) 39,465百万円
　　計 55,827百万円

（ii）	 担保に係る債務	
短期借入金 1,481百万円
長期借入金 5,919百万円
　　	計 7,400百万円

（注）		投資有価証券722百万円並びに関係会社株式及び出資金
39,465百万円は関係会社等の債務の担保目的で差し入れたも
のです。

② 有形固定資産の減価償却累計額	 257,518百万円

③ 偶発債務
（ｉ）	 保証債務等	 399,896百万円
（ii）	 	当社は、独占禁止法違反の疑いがあるとして、2012年9月以降

自動車等の貨物輸送に関して複数の海外当局の調査対象となっ
ています。また、完成自動車車両等の海上輸送について、主要
自動車船社と共同して運賃を設定したとして、請求金額を特定
しないまま損害賠償及び差し止め等を求める集団民事訴訟や、
個別の民事訴訟が複数の地域にて提起されています。海外当局
による調査及び民事上の損害賠償請求訴訟については、独禁法
関連引当金に計上したものを除き、現時点ではそれらの結果を
合理的に予測することは困難です。

④ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
	 短期金銭債権	 133,074百万円
	 長期金銭債権	 487,694百万円
	 短期金銭債務	 110,482百万円
	 長期金銭債務	 　2,496百万円

⑶損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
	 営業取引による取引高
	 　営業収益（海運業収益、その他事業収益）	 101,650百万円
	 　営業費用（海運業費用、その他事業費用、一般管理費）	 	
	 200,603百万円
	 営業取引以外の取引による取引高	 95,715百万円

⑷株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
	 　　普通株式	 1,221,528株
（注）		当事業年度末における自己株式数には、役員報酬BIP信託が保

有する自社の株式が730,858株含まれています。

⑸税効果会計に関する注記

① 繰延税金負債の発生の主な原因
	 繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年金費用等です。
② 連結納税制度の適用
	 	当社及び一部の連結子会社は、当事業年度中に連結納税制度の承
認申請を行い、翌事業年度から連結納税制度を適用することとな
ったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効
果会計に関する当面の取扱い（その1）」（企業会計基準委員会実
務対応報告第5号　2015年1月16日）及び「連結納税制度を適用
する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その2）」（企業会
計基準委員会実務対応報告第7号　2015年1月16日）に基づき、
連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っています。

③  連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の
適用

	 	当社及び一部の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法
律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度
への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度
の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグルー
プ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実
務対応報告第39号　2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税
効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
28号　2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資
産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づい
て会計処理を行っています。17 日本郵船株式会社
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子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

⑹関連当事者との取引に関する注記

属　性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社 日本貨物航空株式会社 所有　 資金の援助 資金の貸付（注1） 31,825 短期貸付金（注2） 2,696
　 　 直接　100% 債務保証等 　 長期貸付金（注2） 193,495
　 　 　 利息の受取 630 その他流動資産 67
　 　 　 債務保証等（注3） 54,013 — —
　 　 　 　 保証料の受取 127

子会社 NYK	BULKSHIP	(ATLANTIC)	N.V. 所有　 債務保証等 債務保証等（注3） 31,506 — —
　 　 直接　100% 　 保証料の受取 1 その他流動資産 0

子会社 NYK	BULKSHIP	(ASIA)	PTE.	LTD. 所有　 債務保証等 債務保証等（注3） 14,531 — —
　 　 直接　100% 　 保証料の受取 15 その他流動資産 7

子会社 NYKバルク・プロジェクト株式会社 所有　 資金の受入 資金の返済（注4） 3,786 預り金 12,919
直接　100% 役員の兼任 利息の支払 9

子会社 AZALEE	LNG	SHIPPING	S.A.S. 所有 造船契約の譲渡 造船契約の譲渡（注5)
直接　100% 売却代金 3,847 — —

固定資産売却損 115 — —
子会社 SAGA	SHIPHOLDING	(NORWAY)	AS 所有 資金の援助 資金の貸付（注6） 4,741 短期貸付金 8,479

間接　100% 債務保証等 長期貸付金 24,507
利息の受取 1,098 その他流動資産 281
債務保証等（注3） 27,667 — —

子会社 NYK	INTERNATIONAL	PLC 所有 資金の受入 資金の返済（注4） 1,008 短期借入金 25,573
間接　100% 利息の支払 363 その他流動負債 5

子会社 YUSEN	TERMINALS	LLC 所有 債務保証等 債務保証等（注3） 23,514 — —
間接　100% 保証料の受取 106 その他流動資産 106

子会社 船舶保有・貸渡関係会社 所有 資金の援助 資金の回収（注6） 20,222 短期貸付金（注2） 44,691
ENCANTADA	MARITIMA	S.A. 直接　100% 債務保証等 長期貸付金（注2） 122,087
他228社 （229社）傭船契約 リース債権・投資資産の回収（注7） 10,750 リース債権（一年内） 14,479

リース債権（一年超） 76,515
リース投資資産（一年内） 4,385
リース投資資産（一年超） 21,476

利息の受取 7,416 その他流動資産 843
債権放棄（注8) 20,352 — —
傭船料の支払(注9) 106,917 営業未収金 6,675

営業未払金 2,001
債務保証等（注3） 75,104 — —

関連会社 DIAMOND	LNG	SHIPPING	5	LTD 所有　 造船契約の譲渡 造船契約の譲渡（注5)
直接　	 25% 売却代金 3,815 — —

固定資産売却損 106 — —
関連会社 OCEAN	NETWORK	EXPRESS	PTE.	LTD. —	(注10) 傭船契約 傭船料の受取（注11） 44,875 営業未収金 3,483

リース契約等 リース料の受取等（注12) 27,414

関連会社 LAVANDE	LNG	SHIPPING	S.A.S. —	(注13) 造船契約の譲渡 造船契約の譲渡（注5)
売却代金 7,839 — —
固定資産売却益 22 — —

取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注1）	 	資金の貸付条件については、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保を受け入れています。
　（注2）	 	子会社への貸付金に対し、合計153,214百万円の貸倒引当金を計上しています。また、当事業年度において、合計35,827百万円の貸倒引当金繰入額を計上しています。
　（注3）	 	債務保証等については、保証形態を勘案して保証料を設定しています。
　（注4）	 	資金の受入条件については、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保は差し入れていません。
　（注5）	 	固定資産の売却価格については、市場価格を勘案して決定しています。
　（注6）	 	資金の貸付条件については、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保は受け入れていません。
　（注7）	 	リース料については、対象資産のコスト相当額を勘案して決定しています。
　（注8）	 	船舶保有・貸渡関係会社の清算に伴い、債権放棄を行ったものです。
　（注9）	 	子会社で発生したコスト相当額を傭船料として支払っています。
　（注10）		当社は、オーシャンネットワークエクスプレスホールディングス株式会社の議決権の38%を所有しています。同社はOCEAN	NETWORK	EXPRESS	PTE.	LTD.

の普通株式の100%を所有する持株会社です。
　（注11）		傭船料については、市場価格等を勘案して決定しています。
　（注12）		リース料については、市場価格を勘案して決定しています。
　（注13）		当社は、FRANCE	LNG	SHIPPING	S.A.S.の議決権の50%を所有しています。同社はLAVANDE	LNG	SHIPPING	S.A.S.の普通株式の100%を所有する持株会社です。
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⑺１株当たり情報に関する注記

①	１株当たり純資産額	 1,271円09銭
②	１株当たり当期純利益	 134円14銭

⑻連結配当規制適用会社に関する注記

当社は、連結配当規制適用会社です。

⑼その他の注記

① 記載金額の表示について
記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しています。

②  会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に
関する仮定
新型コロナウイルス感染症の拡大により、当社の売上高、営業利
益の減少等の影響が生じると予測しています。その影響について、
各国の同感染症拡大に対する抑制措置や経済政策の動向等を踏ま
えて、2020年4月から6月までを最悪期と捉え、その後緩やかに
回復していくという想定のもと、各事業セグメントの事業特性に
応じ、現時点で織り込める要素を加味して、業績見通しを策定し
ています。この業績見通しに基づき、固定資産の減損会計等の会
計上の見積りを行っています。

⑽重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

以　上
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